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第 1章 総則 
 

第 1条（適用） 
１．ユーザーサイド株式会社（以下「当社」といいます。)は、サービス利用約款（以下

「利用約款」といいます。）を定め、この利用約款に基づき鉄壁 6Fサービス（以下
「本サービス」といいます。）を提供します。  

２．本サービスの提供を受ける者（以下「利用者」といいます。）は利用約款を遵守す
るものとします。利用約款に同意することにより当社と利用者の間に成立する契約
を、以下「利用契約」といいます。 

第 2条（利用規約の変更） 
１．当社は利用約款を変更することがあります。この場合、提供条件（料金その他を含

む。）は変更後の利用約款に基づくものとします。  
２．利用約款の変更に際しては、当社は当該変更の対象となる利用者に対し、その内容

を変更予定日の 30 日前までに告知します。告知は当社から利用者へのメール送付
にて行います。 
※緊急を要する事象が発生した際には、告知なく変更する場合があります。 

３．変更後の約款は、以下の当社Web ページからダウンロードして頂く運用となりま
す。 
①鉄壁サービス約款 
https://www.userside.co.jp/documents/teppekiyakkan.pdf 
②鉄壁約款 別紙 
https://www.userside.co.jp/documents/teppekiyakkan-besshi.pdf 

４．利用約款の変更日以降は、利用契約には、変更後の利用約款が適用されることとな
ります。 

第 3条（サービスの提供区域） 
 本サービスの提供区域は、日本国内とします。 

第４条（用語の定義） 
本サービス条項において、下記の用語は、それぞれ次の意味で使用します。 

用語 用語の意味 

対象機器 本サービスの対象となる利用者が当社から貸与した、別
紙第３項で定められたネットワーク機器をいいます。 

導入設定シ
ート 

本サービスの対象機器の設定情報が記載される当社所定
の書面をいいます。 

 
  

https://www.userside.co.jp/documents/teppekiyakkan.pdf
https://www.userside.co.jp/documents/teppekiyakkan-besshi.pdf
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第 2章 本サービス 
 
第５条（提供サービス内容） 

当社は、以下のサービスを提供します。 
サービス名 適用となる 

サービス 
基本メニュー 

スタンダードプラン 
（1）導入サービス 

標準 
（2）保守サービス 
（3）運用サービス オプション 

SOCエンタープライズプラン 
（1）導入サービス 

標準 
（2）保守サービス 
（3）運用サービス オプション 
（4）月次レポート・フィードバックサービス 

標準 
（5）セキュリティレーティング・フィードバックサービス 

変更メニュー 
（1）設定画面解放オプション 

オプション 
（2）鉄壁 6F Plusへの契約変更 

第６条（サービス利用開始） 
１．本サービスは、当社指定書類『鉄壁 6F ご利用開始のご案内』に記載された年月日

よりサービス開始となります。 
２．プラン変更は、本サービスを契約中の場合のみ申込むことができるものとします。 

第７条（導入保守サービス） 
１．導入保守サービスは、別紙第 4 項に規定する、導入サービスと保守サービスにより

構成されます。 
２．導入サービスと保守サービスは一括して提供されるサービスであり、いずれか一方

のみが提供されることはないものとします。 
第８条（導入サービス） 
導入サービスは、別紙第１項および第４項に規定する内容で提供されるものとします。 
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第９条（保守サービス） 
１．保守サービスは、別紙第１項および第４項に規定される内容で提供されるものとし

ます。 
２．障害の切り分けは、障害箇所を特定することを目的とし、障害箇所の部位まで明確

に特定することを保証するものではありません。また、障害の切り分けの完了を保
証するものではなく、当社は障害原因の完全な解明まで行う義務を負うものではあ
りません。 

３．利用者は、対象機器に保存されたデータを全て消去し、または第三者が閲覧できな
いよう適切な処置を施すものとします。 

４．対象機器の保守対応期間の終了等に基づく対象機器メーカーによる部品供給の打切
り、または対象機器メーカーの倒産などの理由により対象機器の保守が困難となっ
た場合、当社は、対象機器の保守実施について何ら責任を負うものではありませ
ん。 

５．対象機器の保守サービスにおいて部品交換が実施された場合、次のとおりの条件と
します。 
（1）当該対象機器から交換された旧部品の所有権は、当社に帰属するものとしま

す。なお、旧部品に記録されていたデータに関しては、当社は何ら責任を負
うものではありません。 

（2）当社は、故障の内容または状況により、同一性能の同等部品または別メーカ
ーの部品と交換する場合があるものとし、利用者はそれに同意するものとし
ます。 

６．保守サービスの終了後、対象機器の OS 及び基本ソフトウェアに生じた不具合等に
ついて、当社は何ら責任を負うものではありません。 

第１０条（保守サービスの提供期間） 
１．保守サービスの提供期間は、利用約款第 6条に定めたサービス開始日より１年間と

し、満５年まで自動更新されるものとします。 
２．保守サービスの提供期間満了日は、利用約款第２２条に定めた本サービスの契機満

了日とします。 
第１１条（スタンダードプラン） 
１．当社は、スタンダードプランとして、導入保守サービスに加えて、運用サービスを

提供します。 
２．運用サービスは別紙第１項および第４項に規定される内容で提供されるものとしま

す。 
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第１２条（SOC エンタープライズプラン） 
１．当社は、SOCエンタープライズプランとして、導入保守サービスに加えて、月次レ

ポート・フィードバックサービス、セキュリティレーティング・フィードバックサ
ービスを提供します。 

２．月次レポート・フィードバックサービス、セキュリティレーティング・フィードバ
ックサービスは別紙第 1項および第 4項に規定される内容で提供されるものとしま
す。 

第１３条（運用サービス） 
１．運用サービスとは、リモートまたはオンサイトにて、設定変更作業を実施するサー

ビスをいうものとします。 
２．当該サービスは、利用者が当社に依頼内容を連絡し、依頼を基に当社が作成する御

見積に合意した場合に限り、プラン変更を実施するものとします。 
３．当社がプラン変更実施に伴い対象機器の再起動をする場合、再起動に伴い通信が遮

断される場合があることを、利用者は予め同意するものとします。 
４．プラン変更実施後、対象機器が正常に動作しないことが確認された場合には、元の

状態に戻すことを利用者は予め同意するものとします。 
第１４条（設定画面解放オプション） 
設定画面解放オプションは、別紙第 1項および第 4 項に規定される内容で提供されるも
のとします。 

第１５条（鉄壁 6F Plusへの契約変更） 
鉄壁 6F Plus への契約変更は、別紙第 1 項および第 4項に規定される内容で提供される
ものとします。 

第１６条（本サービスの提供時間） 
本サービスの提供時間は、別紙第 2 項に定めるサービス提供時間帯とします。 

第１７条（適用除外） 
１．以下の各号に定める事項については、本サービスの適用から除外され、当社は、そ

の実施について何ら責任を負わないものとします。 
（1）以下の①から③のいずれかに起因する対象機器の障害または故障 

①対象機器メーカー指定外の媒体または消耗品等の使用 
②対象機器メーカーの定める使用環境以外での使用 
③対象機器メーカーの保証が適用されない対象機器の不適正な使用、火災、水害、
異常電流、利用者による輸送もしくは当社または対象機器メーカー従業員（対象
機器メーカーの委託先従業員を含みます。）以外の者により実施された改造また
は作業等 

④当社以外による設定の変更がなされた場合(設定画面開放オプション適応項目は除
きます。) 
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（2）対象機器に記憶されたデータおよび利用者の保有するデータのバックアップ作
業、並びに当該データが毀損および滅失した場合の修復作業 

（3）本サービスの終了後における対象機器の不具合および利用者の使用するソフトウ
ェアに生じた不具合に対する復旧作業 

（4）対象機器へのコンピュータウイルスの感染および外部からの不正アクセスに対す
る防御並びにコンピュータウイルス等に起因して対象機器または利用者の使用す
るソフトウェアに生じた障害の復旧作業 

（5）データベース、プログラムおよびマクロ等の作成、追加および変更並びにこれら
関わる支援作業 

（6）当社により対象機器の保守部品が入手困難となった場合の対象機器の修理 
（7）天災地変、その他の不測の事故若しくは利用者の故意、過失または不正使用によ

り生じた対象機器の障害の復旧作業 
（8）対象機器にインストールされた OS 及び基本ソフトウェア以外のソフトウェアに起

因して生じた障害の復旧作業 
（9）前各号の他、当社が本サービスの対象外と認める作業 
２．本サービスは、対象機器から提供される各機能の完全な適用を保証するものではあ

りません。 
第１８条（本サービスの中途解約） 
１．本サービスは、ライセンス適応後１年間は解約できないものとします。 
２．利用者の責に帰すべからざる事由の理由により万が一本サービス解約となる事象が

発生した場合、当社は利用者に対し違約金を請求する場合があります。 
３．本サービスの 5 年間の契機を満了後更新については、対象機器を返却し、対象機器

のリプレイスを行います。リプレイス時の初期費用は新規導入時の初期費用より割
り引かれたものとなります。 

４．メーカーの都合により機種の変更の発生、またはファームウェアのバージョンアッ
プが発生し、対象機器において最新のファームウェアが適用不可となった場合、契
機満了前に機器のリプレイスを行います。リプレイス作業の料金については別途両
者合議の上決定致します。 

５．本サービスの満了前に本サービスを解約する場合、当社は解約月からみて翌月中に
対象機器を回収します。 

第１９条（サービス提供の廃止） 
１．当社は、当社の都合により本サービスの全部又は一部を廃止することができるもの

とします。 
２．前項の規定により本サービスの全部又は一部を廃止する場合、当社は、当社所定の

方法によってサービス廃止日の 2ヵ月前までに利用者に対してその旨を通知するも
のとします。 
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３．当社は、本条に基づきサービスを廃止した場合に利用者が被った損害について何ら
責任を負うものではありません。 

第２０条（サービス提供の中止） 
１．当社は、当社の責に帰すべからざる事由により本サービスの全部又は一部の提供を

行うことができなくなった場合、本サービスの全部又は一部の提供を中止すること
ができるものとします。 

２．当社は、本サービスの全部又は一部を中止する場合、利用者に対してその旨を通知
するものとします。 

３．当社は、本条に基づきサービスの提供を中止した場合に利用者が被った損害につい
て何ら責任を負うものではありません。 

第２１条（サービス提供の停止） 
１．当社は、利用者が以下各号のいずれかに該当した場合、利用者に通知することなく

直ちに本サービスの全部又は一部の提供を一時的に停止することができるものとし
ます。 

（1）支払期日が経過しているにもかかわらず本サービスに関連して利用者が負担する
本サービスの料金等の支払がなされない場合 

（2）本サービスの申込及びその他の手続において当社に対して虚偽の事項を通知した
ことが判明した場合 

（3）当社の問合せ窓口等へ正当な事由もなく長時間にわたり問合せを行い、又は同様
の問合せを繰り返し行うことにより当社の業務に支障をきたした場合 

（4）当社に対して威嚇による嫌がらせ、恐喝又は脅迫などに当たる行為を行った場合 
（5）本サービス条項に違反し、その程度が軽微でないと当社が判断した場合 
（6）その他当社が不適切であると判断する作為又は不作為による行為を行った場合 
２．当社は、以下各号のいずれかに該当する場合、利用者に対して事前に通知すること

によって本サービスの全部又は一部の提供を一時的に停止することができるものと
します。ただし、緊急でやむを得ない場合は、当社は事前通知を行わず本サービス
を停止することができるものとします。 

（1）本サービスの提供に必要な設備に対してメンテナンス又は工事を実施する必要が
ある場合 

（2）その他、当社が本サービスの運用の全部または一部を中止することが望ましいと
判断した場合 

３．当社は、本条に基づき本サービスの提供を停止した場合に利用者が被った損害につ
いて、何ら責任を負うものではありません。 

第２２条（本サービスの契機満了） 
１．本サービスの契機満了は、利用約款第 6 条で定めたサービス利用開始日より満 5 年

間となります。 
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第３章 料金等 
第２３条（料金等） 
１．利用者は当社に対し、当社申込書に記載された本サービスにかかる料金および別途

当社が定める本サービスの実施に要する費用等（以下、「料金等」といいます。）を
当社に支払うものとします。 

２．料金等の請求は、導入サービスに関わる初期費用は作業日から見て当月末に請求を
行い、導入後のサービス継続に関わる月額費用は翌月末より請求を開始します。 

３．本サービスは一定期間毎にサービス内容の変更する場合があります。利用者が変更
後のサービス内容を適用する際、月額料金の変更を伴う場合があります。 

４．サービス内容及び月額料金の変更は予告なく行われることはなく、当社の提案によ
ってのみ実施されます。 

５．理由の如何を問わず本契約が効力を失った場合といえども、当社は、利用者により
一旦支払われた料金等を利用者に返金しないものとします。 

第２４条（消費税） 
前条の本サービスの料金等にかかる消費税については、消費税法に基づき支払うもの
とします。尚、税率の変更があった場合は、当該変更の実施後に利用者が当社に支払
う対価より変更された消費税を適用するものとします。 

第２５条（支払遅滞） 
利用者は、本サービスの料金等の支払いを遅延した場合には、支払期日の翌日から完
済の日まで支払うべき金額に対して年 14.6％の割合の遅延損害金を当社に支払うもの
とします。 
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第４章 一般条項 
 

第２６条（利用者の協力） 
１．本サービスの実施に伴い当社が利用者の事業所内に立ち入る必要がある場合、利用

者は、当社の立ち入りを許可すると共に本サービスの実施に必要となる適切な広さ
の作業場所および対象機器の保守に必要な部品等の保管場所を無償で当社に提供す
るものとします。 

２．利用者は、当社の保守要員が本サービスの実施に必要であると判断した場合、当社
による対象機器の、利用者事業所外への持ち出しを認めるものとします。 

３．利用者は、当社が本サービスを実施する上で利用者の事業所内で発生する電気代等
の費用を負担するものとします。 

４．利用者は、対象機器の設置場所の環境等について、対象機器メーカー指定の状態に
維持および管理するとともに、当該メーカー所定の使用方法に従って対象機器を使
用するものとします。 

５．利用者は、当社が本サービスを提供するにあたり必要なネットワーク環境の情報、
または対象機器に関する情報を当社に提供するものとします。 

第２７条（利用者の責任） 
設定画面解放オプション適用の利用者は、対象機器の障害発生に備え、利用者の費用
負担において以下の各号に規定する内容を実施する責任を負うものとします。なお、
当社は、以下の各号について何ら責任を負うものではありません。 
（1）対象機器上で作業する設定情報のバックアップ 
（2）前号の設定情報において作成され、保存されたデータのバックアップ 
（3）その他対象機器の記憶されたデータで、利用者が必要であると判断したデータ

のバックアップ 
第２８条（機密保持等） 
１．利用者および当社は、本サービスの提供に関して相手方から知得した情報のうち、

書面にて秘密である旨が明示された情報に関しては、秘密を保持するものとしま
す。 

２．利用者は、本サービスの提供に関して当社から提供を受けた情報を当社に無断で複
製し、また第三者に開示してはならないものとします。 

３．「刑事訴訟法」（昭和 23 年 7 月 10 日法律第 131 号）及び「犯罪捜査のための通信傍
受に関する法律」（平成 11 年 8月 18 日法律第 137 号）に基づき捜査機関により強
制処分が行われた場合、当社は当該処分の範囲内で本条の秘密保持義務を負わない
ものとします。 

第２９条（損害賠償責任） 
１．利用者は、当社の本契約違反による損害を被った場合に限り、利用者が損害を被っ
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た対象機器について支払った本サービスの月額利用料金相当額を上限として、現実
に生じた通常の直接損害について賠償請求できるものとします。なお、利用者が本
条項により賠償請求できる期間は、当該損害の発生日から 6 ヶ月分のサービス利用
料に限られるものとします。 

２．前項に定める場合を除き、本サービスの提供、遅滞、変更、中止、停止、廃止、若
しくは、本サービスを通じて登録、提供されるデータ、データベース等の流出若し
くは消失等、又はその他本サービスに関連して発生した（天災地変、その他の不測
の事故、利用者の故意又は過失により発生した場合も含む。）利用者又は第三者の
損害および権利侵害について、当社は一切の責任は負わないものとします。ただ
し、当社の故意又は重大な過失による場合は、この限りではないものとします。 

３．利用者の本契約違反、不正行為または利用者の責に帰すべき事由により、当社に損
害を与える事態となった場合は、当社は利用者に対し損害賠償を請求できるものと
します。 

４．当社は、利用者の本サービスの利用に関連して、利用者と第三者との間で発生した
紛争、または損害賠償請求については一切その責任を負わないものとします。 

第３０条（免責規定） 
１．以下各号については本サービスの適用外とし、当社は何らの責任も負わないものと

します。 
（1）本サービスで当社が提供する以外の利用者の環境に障害が発生した場合の障害復

旧 
（2）天災地変、戦争・騒乱、ストライキ、行政行為、その他の不測の事故、もしくは

利用者の故意、過失または不適正な使用によって利用者の環境に障害が発生した
場合の障害復旧 

（3）利用者による当社へ無断で実施した設定変更（設定画面解放オプションの適用範
囲外も含む）に起因する障害復旧 

（4）前各号の他、当社が定める本サービスの範囲外と判断する事項 
２．当社は、契約者が提供する内容の誤りによって本サービスの実施遅滞、本サービス

の契約不適合責任等が発生した場合、当社は何らの責任も負わないものとします。 
３．当社は、以下の事由により利用者に発生した損害については、債務不履行責任、不

法行為責任、その他の法律上の請求原因の如何を問わず何らの責任を負わないもの
とします。 

（1）天災地変、騒乱、暴動等の不可抗力 
（2）利用者設備の障害又は本サービスの利用に必要となるインターネット接続サービ

スの不具合等利用者の接続環境の障害 
（3）インターネット接続サービスの性能に起因する損害 
（4）善良なる管理者の注意をもってしても防御し得ない第三者による不正アクセス又



 鉄壁 6F サービス利用約款   

はアタック、通信経路上での傍受 
（5）当社または当社の仕入先が定める手順・セキュリティ手段等を利用者が遵守しな

いことに起因して発生した損害 
（6）ソフトウェア（ＯＳ、ミドルウェア、ＤＢＭＳ）及びデータベースに起因して発

生した損害 
（7）利用者のハードウェアに起因して発生した損害 
（8）電気通信事業者の提供する電気通信役務の制約や不具合に起因して発生した損害 
（9）その他当社の責に帰すべからざる事由 

第３１条（第三者の権利侵害） 
本サービスの実施に関し、利用者と第三者との間に当該第三者の権利侵害に関する紛
争が生じた場合には、当社は一切の責任を負わないものとします。 

第３２条（反社会的勢力との関係排除等） 
１．利用者および当社は、自己、自己の役員（名称の如何を問わず、経営および事業に

支配力を有する者をいいます。）もしくは業務従事者または本サービス契約の媒介
者が、次の各号の一つにも該当しないことを誓約します。 

（1）反社会的勢力であること 
（2）反社会的勢力が出資、融資、取引その他の関係を通じて、自己の事業活動に支配

的な影響力を有すること 
（3）反社会的勢力が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 
（4）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的、または第三者に危害を加え

る目的をもってするなど、不当に反社会的勢力を利用していると認められる関係
を有すること 

（5）反社会的勢力に対して資金等を提供し、または便宜を供与していると認められる
関係を有すること 

（6）反社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有すること 
２．利用者および当社は、本サービス契約の履行が反社会的勢力の運営に資することが

ないこと、またはその活動を助長するおそれがないことを誓約します。 
３．利用者および当社は、次の各号に該当する事項を行わないものとします。 
（1）反社会的勢力を利用し、または反社会的勢力に対して資金、便宜の提供もしくは

出資等の関与をする等、反社会的勢力と関係を持つこと 
（2）自らもしくは業務従事者または第三者を利用して以下の行為を行うこと 
①詐術、暴力的行為または脅迫的言辞を用いるなどすること 
②事実に反し、自らが反社会的勢力である旨を伝え、または関係団体もしくは関係者が
反社会的勢力である旨を伝えるなどすること 

③相手方の名誉や信用等を毀損し、または毀損するおそれのある行為をすること 
④相手方の業務を妨害し、または妨害するおそれのある行為をすること 
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４．利用者または当社は、相手方が本条の規定に違反した場合、何ら催告等の手続を要
せず、本サービス契約を解除することができるものとします。この場合、利用者ま
たは当社は相手方に対して、その名目の如何を問わず、金員の支払その他経済的利
益の提供の義務を負担しないものとします。 

第３３条（権利義務の譲渡等） 
利用者は、本サービス契約により生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、または継
承させてはならないものとします。ただし、当社の書面による事前の承諾を得た場合
はこの限りではありません。 

第３４条（準拠法） 
本サービス契約の成立、効力、解釈および権利の得喪についての準拠法は、日本国法
に準拠するものとします。 

第３５条（協議） 
利用者および当社は、本サービス契約に定めのない事項または解釈上の疑義について
は必要に応じ協議して定めるものとします。 

第３６条（合意管轄） 
本契約に関する一切の紛争（裁判所の調停手続きを含む）は、札幌地方裁判所を第一
審の専属的合意管轄裁判所とすることに合意する。 

以上 
 


